
佛教大学大学院紀要 第33号(2005年3月)

老人医療無料化制度の形成と国民医療費

呉 世 榮
〔抄 録〕

本稿では、1973年 「福祉元年」体制のもとでの老人医療無料化制度の形成過程 と、

制度の実施が国民医療費に与えた影響 を考察 した。その結果、老人医療無料化制度の

実施は、経済 ・社会的要因というよりは政治的要因によって強いられたものであった

ことが明らかになった。また、老人医療無料化制度は、国民医療費増加の根本的及び

構造的原因を提供し、1980年 代入ってか ら始まった強力な医療費抑制政策の契機 とな

った。

キーワー ド 福祉元年、老人医療無料化、国民医療費、福祉元年

はじめに

日本では、1980年 代に入って、強力な医療費抑制政策がとられるようになったが、その背景

には、1973年 の老人医療無料化制度の導入 による老人医療費の急増 という現象があった。すな

わち、70歳 以上の老人医療費を無料 とする画期的な措置が行われて以来、高齢者の受診と医療

費は急速に増大 し、1970年 代における医療費急増の原因となったのである。

では、国民医療費増加の根本的及び構造的原因を提供 した老人医療無料化制度は、 どのよう

な理由か ら、 どのようにして生 じたのか。本稿 は、 こうした老人医療無料化制度の形成要因及

び過程と、制度の実施が国民医療費に与えた影響 を探 ることが目的である。

本研究の目的を達成するために、社会経済的要因 と政治的要因が媒介 される過程を綿密に検

討する必要がある。しかしながら、社会経済的要因は社会福祉政策を強いる要因になるものの、

それがそのまま直接政策の形成につながるわけではない。国家介入を通 じての高齢者医療政策

は政治的に決定 される。では、なぜ高齢者医療政策は政治的に決定 されるのか。そこでよく指

摘されるメカニズムとしては、利益団体、官僚集団、専門家集団、国会議員、政党、社会政策

の対象集団などの力学関係 と、彼 らが持っている理念と価値観などがあげられる(1)。そして、

彼 らの活動 と関わるエリー トのイニシエイティブ、政党政治における与党と野党の影響力の程

度、社会階層及び階級と関連された多様な集団の集団的行動、政党理念の差、国家の役割 と機

能、首相を含む高位政策決定者のパーソナリティなどが社会政策の発達 と政策算出の決定要因
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であるということが指摘 されている(中野実、1998:83-86)。 ただ、この中で相対的にどの参加

者が最 も強い影響力を及ぼすのかは、やはり政策形成の構造 と行為の影響力の大 きさによって

左右されるだろう。

1.戦 後 日本 の社会福祉 の発展

現在、日本の社会福祉制度は、主に1946年 以降の立法にその根拠 を置いている。1945年8月

敗北以降、 日本は占領体制のもとで戦後改革が行われ、社会福祉制度についても、画期的な発

展があった。

まず、25条 で生存権を規定した日本国憲法の制定に前後して、労働組合法、労働関係調整法、

労働基準法のいわゆる労働3法 が公布施行された。これにより労働組合の結成が認められ、労

働者の権利保障の仕組みが確立した。また、1947年 には、労働者災害補償保険法(労 災保険法)

が制定され、業務上傷病に関する給付 は健康保険か ら分離 され、労災保険の対象 となった。同

年には失業保険法 も制定され(の ち1974年 に雇用保険法 として再編)、 労災 ・失業保険という

労働保険の体系が整った。

公的扶助 に関しては、1946年 に、戦前の救護法を廃止して、新たに生活保護法が制定される

が、同法は保護請求権が否定され、慈善的性格が強いものであったため、憲法制定後の1950年

に、保護請求権を認めた現行の生活保護法が制定された。さらに、この時期、社会福祉立法 と

して児童福祉法(1947年)、 身体障害者福祉法(1949年)が それぞれ制定されたが、生活保護

法の分岐、特別法 としての性格が強 く、政策の中心はあ くまでも生活保護にあったといえる。

ついで1949年 に、GHQ(連 合国軍総司令部)は 、厚生行政の目標として、厚生行政組織の再

編成などの 「6項 目提案」を提示し、これ らの原則に基づいて、1951年 に、社会福祉事業法が

形成す る。これにより社会事業を展開していた民間事業者を社会福祉法人とし、そこへの委託

という形で公的制度に組み込む社会福祉法人制度が確立される。政府の側には主として慈善事

業から出発 した民間事業者を公的に取 り組み、公的施設やサービスの不足を補完させようとい

う意図があったことは明らかだが、民間事業者の側 も経営の安定を確保することが可能となり、

戦後の多 くの生活困窮者の救済に寄与することがで きたことも否定できない(伊藤周平、2002:

5455)o

以上のような戦後の混乱期を経て1960年 代に入ると、 日本は高度経済成長の時代を向かえ、

その過程で失業や貧困問題が次第に克服 され、社会福祉の面でも、高齢者福祉の拡充を中心に、

従来の生活保護中心の政策からの転換がはかられる。

1960年 代から 「老人社会保障の貧困」という問題が注目されるようになることもあって(2)、

高齢者福祉の拡充の必要性が認識されるようになり、1963年 に老人福祉法が制定され、在宅の

寝たきりの高齢者などに介護サービスを提供する老人家庭奉仕員(の ちのホームヘルパー)が
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制度化 された。老人福祉法はそれ以前の恤救規則や救護法、生活保護法が高齢者 を救貧の対象

と捉えていたことに対 し、すべての高齢者を対象とした点で極めて特徴的であった(3)。戦後ま

もなくに制定 された生活保護法(旧 法1946年 、新法1950年)、 児童福祉法(1947年)、 身体障害

者福祉法(1949年)に 、この時期、知的障害者福祉法(1960年)と 老人福祉法、さらに母子福

祉法(1964年 、のちに母子及び寡婦福祉法)の 制定が相次いで加わ り、福祉6法 体制が整 っ

た。

社会保険の分野では、1956年に、社会保障制度審議会が 「医療保障制度に関する勧告」を出し、

これを受けて翌年、厚生省は国民皆保険全国普及4力 年計画を発表する。1959年 には、改正国

民健康保険法が成立 した。同時に、自営業者を対象 とする国民年金法も成立 し、両法に基づ く

諸制度が、1961年4月 から全面的に実施され、いわゆる国民皆保険 ・皆年金体制が実現した。

日本が戦後行ってきた高齢者対策の拡大は、大規模で急速な政策転換の一つであった。社会

福1祉政策の面で遅れていた日本は、1970年 代に公共支出、社会保障関係支出が、大幅に増大し

た。社会保障支出のGDPに 対する比率は、1965年 から1973年 にかけて0.6%上 昇 したにすぎない

が、1973年 から1981年 にかけては6%を 超 えている(藤田晴、1984:28-29)。 さらに、国民所得

に対する社会保障給付費の比率をみても、1960年 には4.9%、1970年 には5.8%、1978年 には

11.9%と 、1970年 代に急激な伸びを示 している(厚生省、1980:64)。 経済が成長 しつつあるな

かで、14年 間に8.4%ポ イントの対国民所得比が上昇 したことは、実質的に相当な増加といえよ

う(4)。また、当初予算ベースでみた社会保障関係費の一般会計に占める割合は、1960年 には

11.5%、1970年 には14.4%で あったのが、1975年 には18.5%へ と急増 し、1980年 には19.3%に 達

している(加藤隆俊編、1988:166)。

<表1>を みれば、 とりわけ年金支出の伸びが際立っている。1965年 には年金コス トは医療

コス トの5分 の1程 度にすぎなかったが、1981年 には両者の社会保障支出に占める割合はほぼ

同じになっている(加藤隆俊編、1988:176)。

医療支出の場合、年金ほど極端ではないが、同様の増加パター一ンを示 している。1965年 から

1972年 までの医療支出の平均増加は17.2%で あるが、1973-75年 間の伸びは27.3%と なってい

るく表1参 照〉。こうした増加の一因として、1973年 の医療保険の改正が挙げられる。まず被

用者医療保険の被扶養者7割 給付が実現 した(従 来は5割)。 また高額療養費支給制度が新設さ

れ、自己負担額が月3万 円を超える場合は、償還払いがなされることになった。その他にも分

娩費や埋葬料 の改善等がなされたが、より重要 と思われるのは、1972年 の老人福祉法の改正に

よって1973年 から施行された老人医療の無料化であった。老人福祉法改正による老人医療無料

化制度の設立によって、一定所得水準を充たさない70歳 以上の老人の医療費の自己負担分を国

が肩代わ りすることになったのである。所得制限によって排除された者の数は、有資格年齢者

層の3.2%に すぎなかったので、この制度は実質的に普遍的なもの として確立 されたといえる。

同年には・年金についても年金額水準が引き上げられた・厚生年金の場合・加入者の平均標準
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<表1>社 会保障支出の動向

構成比(%) 年平均増加率(%) GNP弾 性値

項 目 1965

年 度
72 75 81

(1)
66-72

(II)
73-75

(皿)

76-81

(1)
66-72

(II)
73-75

(皿)

76-81

公 的扶 助 7.4 6.9 5.2 4 16.1 20.8 11.3 0.99 1.27 1.18

社 会福 祉 3.5 5.6 8.5 7.2 25.4 52.4 12.3 1.56 3.21 1.37

社 会保 険 ・ ・ 70.6 72.3 74.3 18.3 33.8 16 1ユ2 2.07 1.79

医 療 45.7 45.6 40.2 34.4 17.2 27.3 12.6 1.06 1.67 1.4

年 金 9.1 14.5 22.7 32.3 25.3 54 22.5 1.56 3.31 2.51

雇 用 労 災 11.6 10.5 9.4 7.6 15.4 28 11.6 0.95 1.71 1.3

公衆衛生医療 10.5 8.6 7 7.7 14 23.9 17.2 1:・ 1.47 1.93

恩、 給 等 12.2 8.2 7 6.8 10.9 25.9 15 0.67 1.59 ・:

支 出 額(億 円) 18,513 56,411 131,975 313,355 17.2 32.8 16.3 1.06 2.01 1.71

GNP 335,502 964,240 1,517,970 2,538,112 16.3 16.3 8.9 一 一 一

出所)藤 田 晴(1984:30)。

報酬の60%程 度の年金額を標準的な給付水準 とするという考え方が とられた。国民年金につい

ても、25年 加入の場合、付加年金を含めて夫婦5万 円に年金額が引 き上げられた。さらに、公

的年金制度に物価スライ ド制が導入された。このように1973年 は、社会保障制度が給付 の面で

充実 した年であ り、「福祉元年」と呼ばれた年であった(5)。

皿.「福祉元年」体制の形成要因

では、こうした 「福祉元年」を可能にした要因は何だったのか。まず、経済的な背景 として

は当時まで 日本が高度経済成長期であったという点があげられる(朴光駿、1992:106-107)。

1965年10月 から1970年7月 まで続いた好況の後も、若干後退 したとはいえ、1971年8月 のニク

ソン ・ショックとそれにつづ く12月の円切 り上げにもかかわらず、1972年 まで5%を 超える高

い実質GNPの 伸び率を記録していた。それにともなって、実質賃金指数も8.1%(71年)、11.0%

(72年)と いう高い上昇率 となった。また、このような高度経済成長の結果インフレが進み、消

費者物価指数は、5。9%(71年)、5.7%(72年)と 依然5%を 超える高い上昇率であった。この

ため、給付水準が引き上げ られてきた厚生年金保険と国民年金は、賃金との格差が拡大 し、そ

の実質的な価値もつねに低下することとなって、 しだいに重要性 を増や してきた年金が もつ高

齢者の生活保障という機能をほとんど果すことができなくなった(清水英彦、1991:208)。

また、高度経済成長にともなう公害などのひずみが放置できない状態となってきていたこと、

国際収支の黒字基調に対する内外からの批判に対応するために内需拡大政策が必要 とされてい
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たことな どか ら、経済成長一辺到の政策か ら国民生活重視、福祉優先の政策へ と転換が行われ

つつあった。 このような状況を反映 して、1972年 の 『経済白書』は 「新 しい福祉社会の建設」

を副題に揚げ、また、73年 には 「活力ある福祉社会の実現」を目的とする 「経済社会基本計画」

が策定され、福祉の向上を意図 した将来の日本の社会保障のあ り方が示 された(清 水英彦、

1991:209)o

さらに、高度経済成長は歳入の増加 をもたらした。つまり、一般会計歳入における租税及び

印紙収入の伸びは、1969年22.1%、1970年20.9%、71年19.6%、72年6.7%、73年25.2%で あった

(清水英彦、1991:209)。 また、日本の公的年金制度が財政方式に事前積立方式をとることに

より、受給者が発生するまで増大レ続ける積立金は、あたかも強制貯蓄 としての役割を果た し

てきたが、それが1960年 代後半になると、高度経済成長による賃金の上昇にともなって急激に

増加する(清水英彦、1991:213-214)。 このような財政状況のなかでは、国庫負担の増大を賄う

ことは十分可能であったのである。

しか し、「福祉元年」の直接的な背景 となったのは、政治的要因であった(朴 光駿、1992:

107-108)。 結論から言えば、この時期、住民運動 ・市民運動の全国的な展開、都市 を中心 とす

る革新首長の簇生、国会における与野党伯仲、これらを背景 として国政 レベルにおける革新連

合会政権を目指す動向などが相互に連動して自民党政府に大きなインパク トを与えたのである

(後房雄、1992:202)。

革新自治体は、1963年 の一斉地方選挙における横浜、東京、大阪、北九州などでの多 くの革

新市長が誕生 した以来、1964年 には22市 の市長で構成 された全国革新市長会が発足 される

(1966年 には81市長 となる)。1967年 には東京都で、1971年 には大阪で革新知事が生まれ、1974

年には、革新市長会の会員数が136の ピックに達する(後房雄、1992:206-207)。

1960年 代半ば以降、こうした革新自治体の急速な急増により、1975年 の地方選挙後には人口

の40%強 を包含するまでの広が りを見せたのであるが、その成果 としては、環境保護や福祉 ・

生活行政の展開などの政策的部分とならんで、地方自治と住民参加を前進させたことが言 える
'(後 房雄

、1992:208-209)。

これらに対応する中央政治の動向をみると、1972年 総選挙における自民党の後退(議 席率

62.3%か ら57.8%へ)、 社会党の回復 と共産党の急伸(議 席率は合わせて21.4%か ら32.1%へ)

による国会における与野党伯仲が実現されていった。また、1973年 前後には、最 も反響を呼ん

だといわれる共産党の 「民主連合政府綱領案」をは じめ として、社会党の 「国民連合政府綱領

案」、公明党の 「中道革新連合政権構想」、民社党の 「革新連合国民政権構想」などの革新連合

政権構想が次つ ぎ発表され、すべての野党が自らを自民党に対置される 「革新」 として提示す

るという現象が見られた(後房雄、1992:209)。

以上の動向の原動力 として注 目すべきことは、爆発的ともいえる住民運動の展開であった。

似田具香 門氏が 「1972年1月1日 から1973年12月31日 までに種々の文献に何 らかの形で紹介 さ
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れた住民運動」を整理した結果によると、総数で1566の 住民運動があ り、その4割 強が大都市

圏に集中 していた。また、直接に開発政策と関連するものが約3分 の1、 生活環境に関す るも

のが約3分 の2で あった(後房雄、1992:209か ら再引用)。

以上、検討してきたように、政府 ・自民党の 「経済から福祉へ」の政策転換は、政治的状況

に強い られたものであった。つまり、市民運動、革新知事 ・市長の台頭を媒介 とした保守支配

体制の危機の顕在化、それによって自民党政府内での改革が台頭されたのである。それは後述

する老人医療無料化制度の成立過程からよく確認される。

皿.老 人医療無料化制度の成立背景及び過程

70歳以上の老人の医療費を無料化する老人医療無料化制度は、1973年1月 から実施されたが、

老人医療費の無料化は政府が最初に実施したわけではなかった。1961年 の国民皆保険後におい

ては、高齢者を含め、すべての国民が医療保険制度に包含されることになったが、慢性的な病

気にかかる割合が高 く、早期発見 ・治療が必要であ り、同時に比較的低所得者の多い高齢者に

とっては、世帯主7割 、家族5割 の医療費給付のもとでは、その経済的な負担が少なか らず受

診の妨げとなっていた(6)(横山和彦、1991:173-174;岡 崎昭、1992:134;北 場勉、2000:76)。

このような現状のもとで、老人医療の経済的負担 を軽減することの必要性 に着目し、すでに

1960年 代には、岩手県沢内村で65歳 以上の老人を対象とした外来診療の10割 給付が開始されて

いた。また、全国的にも有病高齢者の顕在化による受診率の上昇、 これにともなう個人医療費

負担の増大によって、老人医療の無料化を求める声が国民の間に広まった。

その後、1969年 には、東京都が国民健康保険、組合管掌・健康保険の70歳 以上のすべての高齢

者に、患者負担分を都が支払う制度を発足 させたのをはじめ として、国民健康保険の給付改善

が広まった。

1973年1月 、このような時代の要請が高まるなかで、政府は老人福祉法の一部を改正 し、い

くつかの問題点⑦を含みつつも国の制度 として70歳 以上の老人医療の無料化が実現されるに至

った。老人の国民健康保険もしくは健康保険の自己負担分を公費負担 し、老人の窓口負担 を免

除したのである。すなわち、老人の自己負担分を国が3分2、 地方自治体が3分 の1(都 道府

県 と市町村が6分 の1ず つ)負 担する制度であった。支給対象者は、70歳 以上の者及び65歳 以

上の 「寝たきり老人」であ り、一定の所得制限が課せ られていた。

では、このような老人医療無料化制度を形成させた要因は何だったのか。老人医療無料化制

度ができた決定的な背景には、やはり政治的な要因があった。

当時、全国的な規模で市民運動や住民運動が爆発的に展開されたということは、すでに述べ

たが、その中で、社会福祉運動の大きな役割を担 ったのが、全 日本 日雇労働者自治労働組合

(以下、全 日自労)で あった。それは労働省が遺憾に思いなが らも廃止 しなかった占領時代の
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「特別失業者対策事業」に基づ く日雇い労働者の組合であった。組合員がだんだん年をとってき

ていたので、全 日自労は高齢者の福祉 にます ます関心 をもつようになってきた。この日雇い労

働者に、公的 ・私的福祉機関の労働組合、地方公務員、教師、生活保護の受給者とそれに望み

をかけている人の準組合員、入院患者などの労働者が加わった。これらの集団はすべて急進的

で、総評左翼、共産党、社会党 と密接な関係にあった(Campbell、1995:171)。

1964年9月 に、全 日自労主催で行われた第1回 全国老人集会において、「全額無料による老

人の健康管理 ・医療を保障すること」がスローガンとして揚げられたり、1966年 には東京都文

京区に 「老人健診推進協議会」が発足 し、同 じく文京区の老人クラブ 「延寿会」を中心に 「老

人の治療費を無料にする陳情署名」がはじまった(江本淳、2001:148-149)。 これらの提案は地

方官僚はもとより、都議会の支持を得て推進された。

1960年 代後半の社会福祉運動 は、同時代に勢力を増大してきた環境問題への 「市民運動」に

よって促進された。市民運動はすでに、反公害政策をアジェンダに載せており、1970年 の大幅

な国家政策の変革を導 くことになった。

これらの運動 とともに、最 も重要な役割を担ったのが、やはり革新地方自治体であった。す

でに述べたように、いわゆる 「革新 自治体の時代」(後房雄、1992:206-212;朴 光駿、1992:

107)と いわれるほど、革新自治体は急成長 していた。

そのうち、革新首長による社会福祉の拡充を代表するのは、美濃部東京都政である。老人医

療無料化は、1960年 岩手県沢内村が60歳 以上の村民の医療を無料 としたのを嚆矢 とするが、こ

の制度が全国的関心を集めるようになったのは、1969年 美濃部都政が70歳 以上の老人医療を無

料化 してからであった。美濃部は弱者救済のための政治 という視点を前面に押 し出し、厚生省

の反対を押 し切って制度を導入した(『朝日』1969年8月27日;新 川敏光、1996:97か ら再引用)。

結局、東京都の政策は圧倒的世論の支持のもとに全国に波及 し、1971年 には28県が先例になら

い、1972年4月 までには日本中の47都 道府県のうち2県 を除 くすべてが高齢者の医療費を助成

する何 らかの制度を有 した(厚生省五十年史編集委員会編、1988:1262-1263)。 老入医療無料化

は、革新首長が先鞭をつけ、それを契機 として保守 を含む他の地方政府に広がっていったので

あ り、したがって、こうした政策が普及 した後において、支出パ ターンに保守 ・革新 による相

違がみられないのはむしろ当然であった。

地方自治体は、国レベルにおける医療費無料化の主張者のうち、最大の影響力を持つ存在と

なっていた。他にも、労働組合及び関連退職者団体が活発な活動を行った。さらに、非政治的

であった全国老人クラブ連合会までもが、2年 以上かけて、 トラックー杯の嘆願書を集めたの

である。また、社会党の回復と共産党の急伸 による国会における与野党伯仲が実現されていっ

たが、三つの主要野党、社会党、共産党、公明党は、東京都の取 り組みに評価を与えるととも

に、国レベルでは自民党の国会 における干渉や公式声明における不熱心 をしばしば批判 した。

こうして確かに政府関係者の誰 もが、老人医療費無料化の人気が一般国民の間で強 く、また高
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まっていることを理解 したのである(Campbell、1995:207)。

一般的にいって、日本における政策形成の規範か らすると、実際の法律 を立案する第1次 的

な責任を持つのは厚生省であった。 しかし、厚生省は、老人医療無料化 については費用面か ら

消極的な態度であった。したがって、1968年 の段階で、園田直厚生大臣が老人医療無料化 に積

極的姿勢を示 した時は、これを牽制する側に回っている。 自民党 も、全 くこの問題に関心 を示

さなかったため、結局当時の福田赳矢大蔵大臣が園田を説得 し、これを断念させている。また、

厚生省は、東京都が老人無料化 を実施 しようとすると、これを 「現行の保険制度をはみ出す」

という理由で阻止 しようとした。 しかし、地方 レベルでの無料化政策が浸透 し、地方政府か ら

中央政府の負担を求める声が強まると、厚生省 としても対応策を検討する必要が生まれる。結

局厚生省は、1971年3月 老人対策企画班を発足 させ、中央レベルでの老人医療無料化を検討す

ることになるが、関係各局の思惑の違いか ら、省 としての独 自案をまとめることができず、基

本的に東京方式を採用するということになった。これは、1972年 度予算要求の都合上、ユ971年

8月 までに何 らかの方針を打ち出す必要に迫 られていたためであった。こうした厚生省 として

は、内部体制が固まらないまま、1972年10月 の全国的老人医療無料化を目標に活動を開始する

ことになった(新川敏光、1996:106)。

老人医療無料化をめぐる官僚政治には、通常 とは異なるものがあった。厚生省が、内部的に

合意が形成されないまま具体案作 りを急いだのは何故か。厚生省が老人医療の無料化 を急いだ

ことについて、新川敏光氏は、そこに自民党政府の強い意向があったからであるし、自民党政

府、とりわけ首相の政治的決断によるところが大きかったと主張している(新川敏光、1996:

107-108)。 当時、予算決定権を持っていた大蔵省 とその諮問機関、財政制度審議会は、社会保

障制度拡充への声が国家内において高まるなかでも、社会保障サービスの改善は国民負担の増

加 によって賄われるべ きであると主張 し、財政サー ドか ら安易な福祉膨張を戒めていた(和 田八

束、1980:200-201)と いうことをみると、厚生省が大蔵省の反対を克服 しえたというのは、 日

常的政策決定パターンから明らかに逸脱することになる。要するに老人医療無料化といった日

本の社会保障政策の大きな転換において、厚生省の果たした役割は、政治的リーダシップに比

べれば、むしろ二義的であったということである(新川敏光、1996:108)。 では、なぜ自民党

政府は老人医療無料化に対して強い意向を示す ようになったのか。次の1972年1月7日 報 じら

れた朝日新聞の記事 は、当時の状況をよく代弁 してくれている。

「お年寄りの病気治療代をタダにする一これは厚生省の1972年度予算要求の大きな"目 玉商品"

だった。というより、昨年(1971年)6月 の参院選挙で苦戦を強いられた自民党の起死回生の公

約といった方が適切かも知れない。いい意味でも、悪い意味でも、圧力団体の力がいまひとつ弱

い厚生省にとって、これは百万の援軍を得たに等しかった」(朝日新聞、1972年1月7日;横 山和

彦、1988:34か ら再引用)。
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既述 したように、自民党は園田厚相が老人医療無料化の意向を示した際は、ほとんどこれに

興味を示 さなかった。自民党議員の多数は、老人医療の完全無料化 に対 して反対だったようで

あり、事実この構想は政府部内には支持者がまった くなかった。つまり、多数党の誰一人 とし

て、 またグループあるいは機関のどれひとつ として、老人医療無料化を積極的に推 してはいな

かったのである(Campbell、1995:216)。 しかし、自民党内部でも相次 ぐ選挙の敗北要因が社

会政策の不備にあるという声が高まっていた。美濃部都政が この制度を採用 したのをきっかけ

に、ほとんどの地方自治体が同様の制度を採用するに及んで、 自民党 も老人医療無料化の国民

的人気を無視できなくなったのである。また、老人医療無料化 は地方財政を圧迫していたため、

地方の問では国の肩代わりを求める声が高まっていた。こうした背景下に、自民党は1971年5

月社会部内に老人対策小委員会を設け、率先 して老人医療無料化案をまとめ、 これを予算交渉

の過程で抵抗する大蔵省に押 しつけている。厚生省が内部的合意が形成されないまま、1972年

の無料化実施を方針化せざるを得なかったのは、こうした自民党のイニシアティヴがあったか

らである(新川敏光、1996:108)。

一方、キャンベル氏は、 自民党が他の選択肢があったのだが、東京都の方式を選んだ理由に

ついて、次のように述べている。

「東京都の方式が直接的な魅力をもっており、これと比べるとその他の選択肢は弱かったこと、

それだけまた何らかの急速で実質的な政策転換が必要とされていたことにある。自民党の政治家

にとって、地方自治体の施策に対する部分的な財政支援のような値引き的施策や、健康保健制度

の払い戻し額のわずかな増額では、危険だと思われた。これでは東京都や他の自治体との不愉快

な比較を招くだけだったからである。・・… ・東京都の医療費無料化制度はいくつかの利点をもっ

ていた。すなわち、この方式は運営可能であることが明らかであり、最もよく知られており、ま

た高い医療費という本来の問題に正面からぶつかっていた。この方式はまた大規模な行政機構の

創出や再編成を行わないでも実施可能であった。美濃部の大胆な決断が老人ブームに火をつけた

ということは、この案が他の案に先行したことを意味していた。本来の推進者やかなり熱心な指

示が内部にはなかったにも関わらず、この方式は一卜分に批判をはねのけ、比較的容易に成立する

勢いをもっていた。一般的にみて、だれも魅力的な対案を用意できなかったのである」(Campbell、

1995:216-217)o

以上のように、自民党政府の老人医療無料化制度の実施は、自発的というよりは政治的状況

に強いられた ものであった。つ まり、都市部を中心 とした無数 といわれた住民運動の展開や、

各種の革新連合政権構想や国会での与野党伯仲 などに象徴される政治的要因による保守支配体

制の危機の顕在化、これが自民党政府の選択肢 を限定 したのである。こうして老人医療無料化

制度は1972年6月 に国会を簡単に通過 し、1973年1月 から実施された。
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N、 国民医療 費への影響

このようにして老人医療無料化制度が実施 されたことにより、高齢化社会の到来が身近なも

のとして受け入れられた。また、国と自治体 との責任と財政負担において、部分的にせ よ医療

保障の最終 目標が達成されたかに見え、一部には事前の保健活動やリハビリテーションのため

の人的 ・物的サービスの充実に対する不満 は残ったが、 日本医療保障制度上画期的な意義 を有

するものであった。

ところが、老人医療無料化制度発足後、国民生活水準の上昇や医療技術の進歩 ・発展、出生

率の減少にともなう人口の高齢化が急速に進行 した。すなわち、日本の高齢者が総人口に占め

る割合は、1970年 には7.1%で あったが、1975年 には7.9%、1980年 には9.1%、1985年 には9.9%

となった(岡崎昭、1992:135)。

このような高齢者人口の急増にともない、老人医療無料化制度は国民医療費の増加をもたら

した。東京都をはじめ、多 くの自治体が国に先駆けて実施 していた老人医療無料化政策を、い

よいよ国も実施するようになってか ら、それを契機に老人の受療率は高まるようになり(8)、そ

のインパク トか ら国民医療費は急激に膨張するようになったのである。特に、医学的治療の必

要がないにもかかわらず、行き場がないため、病院に入院してしまう、いわゆる 「社会的入院」

現象は、医療費の無駄な支出の大 きな原因となっていた。この新制度によって1973年 から74年

にかけての老人医療費の伸びは55.1%に 達 し、1974-75年 においてもなお30.3%の 伸びを示 し

ている。ちなみに同時期の国民医療費全体の伸びは、36.2%、20.4%と なっている(厚 生省、

1984:184)o

加えて老人の1人 当たり医療費が、平均の3倍 以上(1978年 度の65歳 以上の老人の1人 当た

り医療は25万 円強で、国民1人 当たり平均の3.3倍)で あったので、老人の受療率が高まってい

くことは、いっそう医療費の増加に拍車をかけることになったく表2参 照〉。その結果老人医

療無料化政策以後、老人医療費の伸びは、国民全体のそれを大幅に上回るようになった。たと

えば、老人の加入者の多い国民健康保険では、加入者のわずか7.7%を 占めるにす ぎない老人が、

医療費の27%を 支出するようになっていた。政府管理健康保険にしても、国民健康保険にして

も、給付内容が改善されると受療率はス トレー トに高まる傾向を示 している。

以上のように、「福祉元年」体制のもとでの老人医療無料化制度による老人医療費の急激な増

大 は、医療保険財政とりわけ国民健康保険財政に大幅な負担増 をもた らす ことになった。国民

健康保険の場合 は、被用者が退職すると被用者保険をやめて国民健康保険に加入するという仕

組みであるため、自らの老人の加入率が高 くなり、老人医療費負担が著 しく高まるともに、他

の制度との負担の不均衡がさらに拡大したのである。このような老人医療費の増大に対 し、当

初は国庫負担の増額で もって対応できたのであるが、国家財政が逼迫 しその再建が求め られる

と、そうした対応はもはや不可能であった。 しか も、1973年 秋の石油危機を境に、高度経済成
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<表2>1978年 度 年 齢 別 一 般 診 療 費(単 位:億 円、万円)

総 数 入 院 入院外

総 額

総 数

0～14歳

15～44歳

45～64歳

65歳 以 上

:・11・

...

28,060

27,117

24,971

40,321

2,462

12,946

12,061

12,852

48,685

6,397

15,113

15,056

12,120

1人 当た り

医 療 費

総 数

0～14歳

15～44歳

45～64歳

65歳 以 上

7.7

3.2

5.3

11.2

25.2

3.5

0.9

2.4

5

13

4.2

2.3

2.8

6.2

12.2

資料)厚 生省統計情報部 「昭和53年 度国民医療 費」。

出所)菅 谷章(1982:120)。

長が終わり、低成長の時代に入ると、経済成長とともに増大 した福祉政策全体に対する国の財

政負担に対する考慮に基づいて、「福祉見直 し」が行われるが、その焦点となったのが老人医療

無料化制度であった。こうした状況下で、老人医療費の抑制をはかり、国庫負担をともなわず、

各保険者間の負担を公平にするような新たな対策が求められたのである。

おわりに

日本の社会福祉制度は、戦後か ら1970年 代初頭まで、持続的で漸進的に拡大されてきたが、

経済成長に比べると、それほど満足すべ き水準ではなかった。 しかし、1973年 には 「福祉元年」

と呼ばれるほど、社会福祉における大幅な拡大が行われた。「福祉元年」体制のもとで行われた

社会福祉政策のなかでも、老人医療無料化制度は画期的なものであった。こうした 「福祉元年」

体制のもとでの、老人医療無料化制度の成立背景には、高度経済成長に伴う国家歳入の増加 と

社会保険積立金の蓄積があった。 しかし、こうした要因は 「福祉元年」体制の もとでの老人医

療無料化政策の直接的な形成要因とは言えない。そこには、 より政治的な背景があったのであ

る。政治的背景とは、1970年 代に入ってか ら、住民運動の全国的な展開、都市を中心 とする革

新首長の簇生、国会における与野党伯仲、これらを背景として国政 レベルにおける革新連合会

政権を目指す動向などが相互に連動 して自民党政府に大きなインパク トを与えたのである。

一方、自民党内部でも相次ぐ選挙の敗北要因が社会政策の不備にあるという声が高 まってい

たのである。これに対 して、政府 ・自民党は政策の転換 を急がざるを得なかったし、その転換

とは、「経済か ら福祉へ」というものであった。つまり、市民運動、革新知事 ・市長の台頭を媒

介 とした保守支配体制の危機の顕在化、それによって自民党政府内での改革が台頭 されたので
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あ る。

と こ ろ が 、 こ う した 老 人 医療 無 料 化 制 度 は、 高 齢 者 医 療 費 の急 増 を も た らす 結 果 とな っ た。

特 に、 医 学 的 な ケ アの 不 必 要 な老 人 が、 行 き場 の な い ま まベ ッ ドを 占 領 す る 「社 会 的 入 院 」 が

起 こ っ て い た た め 、 さ ら に国 民 医 療 費 の増 加 は加 速 化 さ れ て い っ た 。社 会 的 入 院 は、 医 療 費 の

無 駄 な支 出 の 大 き な要 因 に な っ た の で あ る 。 そ の結 果 、 老 人 医療 費 の 無 料 化 の 矛 盾 は、 国 民 健

康 保 険 の 財 政 赤 字 とい う形 で現 れ た 。

こ の よ う な 老 人 医 療 無 料 化 制 度 に よる 国民 医 療 費 の増 加 は、1980年 代 か ら始 ま る医 療 費 抑 制

政 策 の 契 機 と な った の で あ る。

〔注 〕

(1)UweReinhartは 、保険者、負担者、 医療提 供者、利用者、政治 と定義 してい る。そ して、 そのいず

れ も医療 保険の 費用 と給付 に理解 関係 を もってあ り、 したがって、医療政 策の決定 に役割 を果 たす

とい う(P.Talcott、2001:30か ら再引用)。Campbell氏 と池上直氏は、 日本の 医療政策 を 「利 益 グル

ー プ政策」 と特徴づ けてお り、 日本医 師会が医療提供者 を代表 し、厚生省 の健 康保剣局が政 治 と保

険者 を代 表 して いる とす る。彼 らは、 日本の医療費 負担 の相対的低 さ、利 益 グルー プの均衡 を理解

した上で、 中央社会保 険医療協議 会の 自由裁量機能が 重要 な位 置 を占める と主張す る(池 上直 己 ・

J.C.Campbell、2002)。 利益 を基礎 と した政治学理論 は、医療 政策 にかか わる理解 関係だ けでな く、

制度 の構造的制約 を超 えた点 にも視点 を向けて くれ る(P,Talcott、2001:30)。

(2)そ の背景に は、産業化 の進行 とともに伝統 的三世代 以上 の世帯が減 り、核 家族化が増 えていった こ

とが あった。核家族化 が進み、伝統 的な家族扶養 のあ り方が大 き く変化 し、家族介護 はその基盤 を

失 っていったのであ る。核家族 世帯は、1955年 に は全世帯 の62%で あったが、1970年 には71%に 増

えている(曽 田長宗 ・三浦文 夫偏 、1983:101)。 こうしたなかで、高齢 者の多 くは依然子供 と同居 し

て いるが、別居す るケース も確実 に増加 している。1960年 代 には78%の 高齢者が子供 と同居 して い

たが 、1972年 には67%に 低下 してい る。独立 家計を持つ高齢者 の増加 は、当然 まとまった収入 を必

要 とする老人の増加 を意 味するが、老齢年金 の相対的価値 は1960年 代後半低下 していた。1967年 か

ら1969年 まで に、老齢 年金の平均 賃金 に対す る比率 は16.1%か ら12.9%ま で落 ちてい る(新 川敏光 、

1996:94)。 特 に、寝 たき りなどで介護が必要 な高齢者 の増大 は、す でに、1960年 代後半 ごろか ら目

立 ちは じめていた。

(3)一 方 、成立 した老入福祉 法には以下の ような5つ の原案が削 除されていたため(岡 本多喜子 、1993:

148)、 老人福祉 法は 「未熟児 で誕生 した法律」(岡 本多喜子、1993:126)と も指摘 されている。

① 老 人福 祉 に関す る調査審議 をするため、厚生省、都 道府県、市町村 にそれ ぞれ老人福 祉審議会 を

置 くもの とする。

② 老 人福 祉 に関す る専 門職 として、都道府県、市 町村 の福 祉事務所 に 「老 人福祉 司」 を置 くもの と

す る。

③ 老 人家庭奉 仕員の派遣 を市 町村長が義務 的に行 うべ き事務(機 関委任事務)と す る。
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④ 老人保養所(脳 卒 中の後 遺症 を有す る老 人及び リウマチ、神経痛 その他の疾患 によ り身体上 の障

害を有す る老人の健康 の増 進又は機能の 回復 を促進 するための施設)を 設け、それの利用 を福祉

の措 置の一一つ とす る。

⑤ 国は、老 人家庭奉仕 員の設置 に要す る費用(2分 の1)、 経 費老 人ホームの事務 費(10分 の8)、 老人

福祉 セ ンターの運営 費(2分 の1)等 について も負担す るものとす る。

(4)1985年 の社 会保 障給付費 は36兆 円であ ったが 、か りに1969年 の対国民所得比 がその まま維持 された

とした場合 に比べ ると、21兆 円 もの増加 にあたる(Campbell、1995:16)。

(5)こ の ように、 日本 の社 会福祉 の中枢 的な制度 は、 この時期 に完備 された とい うこ とがわか る。 とこ

ろが、 日本 のこう した制度発達 には特 異 な点が あった。そ の中で まず、あげ られ るのは、敗戦 国 と

しての 日本が戦後約7年 間GHGの 統 治下 にあ った点 であ り、 これは社会福祉分野 のみな らず、社

会の全部門 にか けて、封建的 な家 父長制の性格 を強 く帯 び ていた 日本社会 を民主 主義 的な雰囲気へ

導 くこ とに大 きな役割 を果た したことと して評価 されてい る(朴光駿、1992:265)。

(6)厚 生省の患者調査 に よる と、65歳 以上で は若者 の約3倍 の率 で疾 病にかか るが、 医療 機関 を利用す

るのはそれ ほど高 い割 合に はな らない。 さらに、無料 の健康 診査 を利用 しているのは20～30%に す

ぎない。その理 由と して、医師が悪 い ところ を見つ けて も、患者 は医療 費の30%か ら50%を 負担 で

きないか らだと多 くの人が答 えて いる(Campbell、1995:170か ら再引用)。

(7)健 康 保険、国民健康保 険の被保険者 は保険料 を払 っている ことや保 険外負担 につ いては適用 され な

い等、無料化 といって も全 くの無料化 で はない こ と。 また、定年 年齢 と支給年齢 のギャ ップ、所得

制 限、支給方法等 につい ても問題点が指摘 されてい る(江本淳、2001:148)。

(8)外 来について老人受療率 は、1970年 の8,698人 か ら1975年 の15,270人 へ と5年 間にほぼ1.75倍 に増加

した。この期 間の70-74歳 の外来受療率の変動 をみ ると、1972年 か ら1973年 にかけて受療 率は9,579人

か ら13,719人 へ と増加 してお り、老 人医療費が無料化 された1973年 に急増 したこ とがわか る。70歳

以上の入院受療率 は、1970年 の2,098人 か ら1975年 の3,478人 へ と増加 し、1975年 か ら1980年 の間 に

3,478人 か ら4,965人へ と増加 した(漆博 雄、1997:139)。
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